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証券コード 8254
2025年10月31日

（電子提供措置の開始日 2025年10月27日）
株 主 各 位

川 崎 市 川 崎 区 日 進 町 １ 番 地

代表取締役社長 山 野 井 輝 夫

第94回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第94回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご案内申しあげ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第94回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。
【当社ウェブサイト】
https://www.saikaya.co.jp/company/kabunushisokai

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（会社名「さいか屋」）または
証券コード「8254」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認
ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、書面による議決権を行使することができますの
で、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、同封の
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年11月17日（月曜
日）午後６時までに到着するようご返送のほどお願い申しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2025年11月18日（火曜日）午前10時30分 ※受付開始午前10時
2. 場 所 神奈川県横須賀市日の出町１丁目５番地

ヴェルクよこすか（横須賀市立勤労福祉会館）６階 ホール
3. 目 的 事 項

報 告 事 項
１ 第94期（2024年９月１日から2025年８月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計

監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２ 第94期（2024年９月１日から2025年８月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第2号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。また、紙資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申し
あげます。

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会に
ご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提示が必要となりますのでご了承くださ
い。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取
り扱わせていただきます。

◎株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、下記の事項を記載し
ておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人
が監査をした書類の一部であります。
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表
・会計監査人及び監査等委員会の監査報告書

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい
ただきます。
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事 業 報 告

(20242025
年
年

９
８

月
月

１
31

日から
日まで)

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 当連結会計年度の経営成績の概況/事業の経過及び成果
継続して推進してきました抜本的な経営スキーム改革により、3期連続での黒字を

計上いたしました。
営業面におきましては、2024年９月25日「ファッションプラザ パシオス」(横

須賀店３階)、2024年10月16日「食品スーパー ライフ」(藤沢店地下１階)が開店、
2024年11月１日には藤沢店8階レストラン街の一部区画を取得したことに加え、
2025年5月23日に「ポンパドウル」(藤沢店１階)が開店、さらに2025年7月18日
「ローカスト オフプライスショップ」（横須賀店3階）が開店し、新たな顧客の来店
促進に寄与するとともに、継続的なテナント賃料収入がさらに増加いたしました。
百貨店ゾーンの活性化として、横須賀店１階に全国の名菓等を厳選した自主運営シ
ョップ「彩華庵」を開店、土用の丑の日では自主運営している飲食店舗である「う
なぎの佳川」（横須賀店）、「静岡うなぎ」（藤沢店）のお持ち帰り用うなぎがご好評
をいただきました。また、不動産事業では引き続きアパート事業など、着実に収益
を上げております。
経費面におきましては、賃貸スペース増加に伴うコスト削減が効果を発揮してお

り、委託業務の見直し等の推進も含め継続的なローコストオペレーションを実行し
ております。
以上の結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、売上高は4,632百万円

(前連結会計年度比93.6％)、営業利益114百万円(前連結会計年度比103.8％)、経常
利益135百万円(前連結会計年度比135.0％)、親会社株主に帰属する当期純利益110
百万円(前連結会計年度比151.7％)となり、通期での黒字化を継続いたしました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
【百貨店事業】
売上高は4,623百万円（前年同期比93.4％）、営業利益は666百万円（前年同
期比94.8％）となりました。
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なお、当社の店別売上高は次のとおりであります。

店別売上高
店 別 金 額 構 成 比 前 期 比

藤 沢 店 1,732 百万円 46.8 ％ 80.9 ％

横 須 賀 店 1,254 33.8 99.8

川 崎 店 717 19.4 103.7

計 3,704 100.0 90.6

注記 上記のほかに、テナント等の諸収入929百万円があり、売上高及び諸収入の合計額は
4、633百万円であります。

【不動産事業（アパート事業等）】
売上高は8百万円、営業損失は2百万円となりました。
なお、不動産事業（アパート事業等）に関しては、当連結会計年度より開始
しております。

② 設備投資及び資金調達の状況
当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は741

百万円で、その主なものは藤沢店のライフ入店に伴う既存店舗含む改装工事等の
投資、又、8階レストラン区画の固定資産取得であります。これらの資金は、自己
資金によりまかなっております。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投
資も含めて記載しております。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況
（訂正後）

区 分
第 91 期

(2022年8月期)

第 92 期

(2023年8月期)

第 93 期

(2024年8月期)

第 94 期
（当連結会計年度）
(2025年8月期)

売 上 高 （百万円） 2,416 5,204 4,950 4,632

経常利益（△損失） （百万円） △79 132 100 135
親会社株主に帰属する当期純利益
（△ 純 損 失） （百万円） △82 9 72 110
1株当たり当期純利益
（△ 純 損 失） （円） △16.66 1.97 14.67 22.26

総 資 産 （百万円） 12,151 12,153 11,806 11,894

純 資 産 （百万円） 581 576 617 791

１株当たり純資産額 （円） △32.27 △33.34 △25.10 10.19

注記 1. １株当たり当期純利益（△純損失）は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した
株式数）により算出しております。

2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算出
しております。

3. 第91期につきましては、事業年度の変更に伴い、2022年３月１日から2022年８月31日ま
での６ヵ月間となっております。

4. 第91期において会計上の誤謬が判明したため、企業集団の財産及び損益の状況については、
当該誤謬の訂正後の数値を記載しております。なお、誤謬の訂正前の数値は次のとおりで
あります。

（訂正前）

区 分
第 91 期

(2022年8月期)
売 上 高 （百万円） 2,416

経常利益（△損失） （百万円） △52
親会社株主に帰属する当期純利益
（△ 純 損 失） （百万円） △55
1株当たり当期純利益
（△ 純 損 失） （円） △11.26

総 資 産 （百万円） 12,178

純 資 産 （百万円） 608

１株当たり純資産額 （円） △26.87
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② 当社の財産及び損益の状況
（訂正後）

区 分
第 91 期

(2022年8月期)

第 92 期

(2023年8月期)

第 93 期

(2024年8月期)

第 94 期
（当 期）

(2025年8月期)

商 品 売 上 高 （百万円） 2,070 4,379 4,089 3,704

テ ナ ン ト 及 び
手 数 料 収 入 （百万円） 342 820 852 929

当 期 純 利 益
（△ 純 損 失） （百万円） △85 4 69 186

1株当たり当期純利益
（△ 純 損 失） （円） △17.19 0.91 14.11 37.64

総 資 産 （百万円） 11,863 11,898 11,595 11,765

純 資 産 （百万円） 461 451 489 740

注記 1. １株当たり当期純利益（△純損失）は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した
株式数）により算出しております。

2. 第91期につきましては、事業年度の変更に伴い、2022年３月１日から2022年８月31日ま
での６ヵ月間となっております。

3. 第91期において会計上の誤謬が判明したため、当社の財産及び損益の状況については、当
該誤謬の訂正後の数値を記載しております。なお、誤謬の訂正前の数値は次のとおりであ
ります。

（訂正前）

区 分
第 91 期

(2022年8月期)

商 品 売 上 高 （百万円） 2,070

テ ナ ン ト 及 び
手 数 料 収 入 （百万円） 342

当 期 純 利 益
（△ 純 損 失） （百万円） △58

1株当たり当期純利益
（△ 純 損 失） （円） △11.78

総 資 産 （百万円） 11,890

純 資 産 （百万円） 488
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

会 社 名 資 本 金
（百 万 円）

当社に対する議決権比率(％)
当社との関係

直接保有分 合算対象分 計

株式会社AFC‐HDアムスライフサイエンス 2,134 37.22 13.14 50.36 役 員 の 兼 務 等

注記 株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスは、当社の議決権の37.22％を保有しておりま
す。また、同社と同一の内容の議決権を行使すると認められるものが当社議決権の13.14％を
保有しており、株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスは、当社の議決権の50.36%を
保有する親会社であります。当社と株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスは、2021
年４月16日に資本業務提携契約を締結し、相互の企業価値の向上を図っております。当社は資
本業務提携契約に基づき、株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスとの緊密な協力関係
を保ちながら事業展開する方針ですが、同社との関係で事業活動上の制約はなく、当社の独立
性は十分に確保されております。

② 親会社との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項
・当社は、親会社との間で資金の借入契約を締結しておりますが、当該取引の
借入利率は、市場金利を勘案の上、合理的な判断に基づき決定しております。

・当社は、親会社の銀行借入について債務保証を行っておりますが、当該借入
金は全額当社に融資されております。

・当社は、親会社から、当社が発行した商品券の保全措置に係る責務の保証を
受けておりますが、これに伴う保証料は発生しておりません。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断
及びその理由

・当社は、親会社との取引が発生する場合には、取引の合理性と取引条件及び
取引条件の決定方針の妥当性について取締役会で審議していることから、当
社取締役会は、当該取引が当社の利益を害することはないと判断しておりま
す。

ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
・該当事項はありません。

③ 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
（百 万 円）

当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

アルファトレンド株式会社 20 100 時計・宝石・貴金属製品卸売業

株 式 会 社 さ い か 屋 友 の 会 20 100 前 払 式 特 定 取 引 業
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（4）対処すべき課題
抜本的な経営スキームの改革により、今期で３期連続の黒字を達成いたしました

が、改革は未だ途上であり、安定した黒字化および利益の増大には更なる改革の推
進が必要であると考えております。
今後につきましては、引き続き全社的な既存店舗の再編、グループシナジー効果

を活用した各種施策の実行、金・地金買取強化の推進を継続的におこなうとともに、
今期は横須賀店地権者の区画を取得し、全区画が当社保有となった事により、年間4
千万円超の固定費（賃料）削減を実現、さらに2025年9月30日「株式会社ラウンド
ワンジャパン」との賃貸借契約を締結し空き区画を賃貸したことにより、賃料収入
の増加に加え、百貨店ゾーンとの相乗効果拡大を狙った企画を強化し、収益の拡大
に努めてまいります。外商部門におきましても、引き続き高収益商材の販売強化と
新規顧客（法人・個人）へのアプローチを強化してまいります。
また、費用面におきましては、ローコストオペレーションの更なる推進を実行し、

各種経費の削減と合理化に努め、効果的な経費運用に取り組んでまいります。

（5）継続企業の前提に関する重要事項等
該当事項はございません。

（6）主要な事業内容（2025年８月31日現在）

事 業 内 容 主 要 業 務

百 貨 店 業 衣料品、食料品、雑貨、身回品、家庭用品等の販売

時計・宝石・貴金属製品の卸売業 時計・宝石・貴金属製品の納入

（7）主要な営業所（2025年８月31日現在）
① 当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

本 社 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

川 崎 店 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

横 須 賀 店 神奈川県横須賀市大滝町一丁目13番地

藤 沢 店 神奈川県藤沢市藤沢555番地
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② 主要な子会社の事業所

名 称 所 在 地

アルファトレンド株式会社 神奈川県横須賀市大滝町一丁目９番地

株 式 会 社 さ い か 屋 友 の 会 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

（8）使用人の状況（2025年８月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

137 名 △8 名

注記 1. 使用人数には、グループ外への出向者（1名）は含まれておりません。
2. 使用人のほかに、契約社員及びパートタイマー118名がおります。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

137 名 △8 名 52.4 歳 18.9 年

注記 1. 使用人数には出向者（1名）は含まれておりません。
2. 使用人のほかに、契約社員及びパートタイマー118名がおります。

（9）主要な借入先の状況（2025年８月31日現在）
当社の主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 額

株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンス 8,000 百万円

株 式 会 社 エ ー エ フ シ ー 625 百万円

注記 企業集団の主要な借入先として、当社の借入先の状況を記載しております。

（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の現況
（1）株式の状況（2025年８月31日現在）

① 発行可能株式総数
普通株式 12,000,000株

A種優先株式 1,500,000株
② 発行済株式の総数

普通株式 4,970,314株
A種優先株式 1,483,036株

③ 株主数
普通株式 3,480名

A種優先株式 1名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名
所 有 株 式 数 合 計 株 式

普通株式 Ａ種優先株式 合計株式 持 株 比 率

株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンス 1,837 千株 1,483 千株 3,320 千株 51.58 ％

淺 山 忠 彦 648 ― 648 10.08

京 浜 急 行 電 鉄 株 式 会 社 463 ― 463 7.20

松 井 証 券 株 式 会 社 307 ― 307 4.78

さ い か 屋 取 引 先 持 株 会 208 ― 208 3.24

株 式 会 社 横 浜 銀 行 133 ― 133 2.08

山 田 祥 美 79 ― 79 1.23

株式会社デザインアートセンター 37 ― 37 0.58

寺 岡 聖 剛 33 ― 33 0.52

株式会社SBIネオトレード証券 24 ― 24 0.38

注記１．持株比率は自己株式（16,306株）を控除して計算しております。
２．当社が2010年3月31日に引受先を株式会社横浜銀行として発行した第三者割当によるＡ種

優先株式について、2022年3月25日に、当該株式の全部を当社の親会社である株式会社
AFC‐HDアムスライフサイエンスが譲り受けました。
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（2）新株予約権等の状況
該当事項はありません。

（3）会社役員の状況
① 取締役の状況

（2025年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 浅 山 忠 彦 株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス永世名誉会長
株式会社エーエフシー代表取締役会長

代 表 取 締 役 社 長 山野井 輝 夫 営業本部長

専務取締役執行役員 脇 田 篤 朗 百貨店事業本部長

常務取締役執行役員 中 野 宏 治 管理本部長

取 締 役 執 行 役 員 田 中 雄 大 営業副本部長兼藤沢店長

取 締 役 淺 山 雄 彦 株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス代表取締役会長

取締役(常勤監査等委員) 稲 毛 悟

取締役(監査等委員) 木 村 絵 美 弁護士法人たちばな法律事務所弁護士
株式会社レント取締役(監査等委員)

取締役(監査等委員) 嶋 田 麗 子 追手町法律事務所弁護士

注記 1. 取締役木村絵美及び嶋田麗子の両氏は、社外取締役であります。
2. 監査等委員である取締役稲毛悟氏は、長年、当社経理部門に所属しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。なお、監査の実効性を高めるため、同氏を常
勤の監査等委員に選定しております。

3. 取締役木村絵美及び嶋田麗子の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届出ております。

② 事業年度中に退任した取締役
該当事項はありません。
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③ 責任限定契約の内容の概要
当社と監査等委員である社外取締役は、会社法第427条第１項に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額としております。なお、
当該責任限定が認められるのは、当該監査等委員である社外取締役が責任の原因
となった職務の執行について、善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

④ 取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額
取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

6
（ー）

名 22.5
（ー）

百万円

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

3
（2）

6.4
（1.2）

注記 . 取締役(監査等委員を除く)報酬及び監査等委員報酬の限度額は、2022年５月24日開催の定
時株主総会において取締役(監査等委員を除く)15,000千円（月額）、監査等委員1,500千円
（月額）と決議いただいております(使用人兼務取締役の使用人給与は含まない)。当該株主
総会終結時点の取締役(監査等委員を除く)の員数は６名、監査等委員である取締役の員数は
３名(うち監査等委員である社外取締役２名)です。

⑤ 取締役並びに執行役員の個人報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
イ．決定方針の決定の方法
・当社は、2023年11月8日開催の取締役会決議によって、役員報酬規程で決定
方針及び支給方法を定めております。

・取締役の個人別の報酬等の決定については、経営環境の変化や会社の業績、
個々の取締役の貢献度などを適切に反映させるため、取締役会で定めた方針
に基づき、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、代表取締役社長山野
井輝夫氏にその決定権限を委任しております。

ロ．決定方針の内容の概要
・役員の個人別月額報酬は、世間水準及び会社業績(利益水準、自己資本比率、
株式時価総額など)や、従業員給与とのバランスを考慮して、代表取締役が次
の方法により決定する。

(1) 取締役の個人別月額報酬は、株主総会で決定した報酬総額の限度内におい
て代表取締役に一任する。

(2) 執行役員（取締役を除く）の個人別月額報酬は、代表取締役に一任する。
(3) 取締役及び執行役員の個人別月額報酬は、毎年9月に見直すものとする。
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ハ．取締役及び執行役員の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると
取締役が判断した理由

・取締役及び執行役員の個人別の報酬内容の決定にあたっては、取締役会で決
定方針との整合性を含めた検討を行った上で個別の報酬額を決議しているた
め、決定方針に沿うものであると判断しております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役（監査等委員）木村絵美氏は、弁護士法人たちばな法律事務所の弁護
士であります。なお、当社と同法律事務所の間には特別な関係はございませ
ん。
また、同氏は株式会社レントの取締役(監査等委員)を兼務しております。な
お、当社と同社の間には特別な関係はございません。

・取締役（監査等委員）嶋田麗子氏は、追手町法律事務所の弁護士であります。
なお、当社と同法律事務所の間には特別な関係はございません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
社外取締役に関する事項

氏名 主な活動状況と社外取締役が果たすことが
期待される役割に関して行った職務の概要

木村 絵美

当事業年度において開催された取締役会13回のうち11回、監査等委員会に
は13回のうち12回に出席しており、主に弁護士としての専門的見地から、
取締役会・監査等委員会の意思決定について適切で様々な助言・提言をお
こなっております。

嶋田 麗子

当事業年度において開催された取締役会13回のうち13回、監査等委員会に
は13回のうち13回すべてに出席しており、主に弁護士としての専門的見地
から、取締役会・監査等委員会の意思決定について適切で様々な助言・提
言をおこなっております。
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（4）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称
・あおい監査法人
注記 2024年11月18日開催の第93回定時株主総会において、新たにあおい監査法人が当社の
会計監査人に選任されたことに伴い、当社の会計監査人であった監査法人アヴァンティアは退
任いたしました。

② 会計監査人に対する報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
イ. 公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬の額
ロ. 公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬の額

23
―

百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 23

注記 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する
実務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計
画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積りの相当性などを確認し、当該期の会計監査人
の報酬額については、会社法第399条第１項の同意をおこなっております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
＜解任＞
１．監査法人である会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める事項に該当す
ると判断される場合は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任致しま
す。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告致します。

２．監査法人である会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒
処分や監督官庁からの処分を受けた場合、監査等委員は、株主総会に提出する
会計監査人の解任に関する議案の内容について検討し、解任することが妥当と
判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任に関する議案の内容
の決定をおこないます。

＜不再任＞
監査法人である会計監査人が、監査品質、品質管理、独立性、その他総合的

な監査能力等の観点から監査を適切に遂行することが困難と判断される場合、
監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人を再任しないことに関する議
案の内容を検討し、再任しないことが妥当と判断した場合には、株主総会に提
出する会計監査人を再任しないことに関する議案の内容の決定をおこないます。
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④ 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算関係
書類監査の状況
該当事項はありません。

⑤ 当該事業年度中に辞任した会計監査人に関する事項
該当事項はありません。

（5）業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
Ⅰ．業務の適正を確保するための体制
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
① 取締役会は、事業経営の方針に関する事項等、取締役会規程に定める決議事項

を審議・決議する機関であり、取締役会の中に社外取締役を選任することによ
り、取締役会の職務執行について、その適法性に関する監督機能の維持、向上
を図っております。

② 取締役会で、コンプライアンスの定義・必要性・体制、遵守すべき項目等につ
いて記載した「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、全役職員に反社会
的勢力との関係遮断、個人情報保護等を含めた法令遵守の徹底をおこなってお
ります。

③ 管理本部担当役員を委員長とする「コンプライアンス委員会」では、当社及び
子会社のコンプライアンスに係る情報の審議をおこなうとともに、コンプライ
アンスに関する重要事項について、協議をおこなっております。

④ コンプライアンス上問題のある事項について、全職員等が、コンプライアンス
担当部署へ直接報告できる体制とし、報告を受けた場合、コンプライアンス担
当部署は、速やかに改善指導をおこなうとともに是正・改善措置を講じており
ます。

⑤ 内部監査部署は執行部門から独立した代表取締役直属組織とし、コンプライア
ンス体制等の有効性及び適切性について監査をおこなっております。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、株主総会
議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、規程により各会議の議事録及び
その他の文書等を保存・管理するとともに、取締役、監査等委員等が必要に応
じて閲覧、謄写が可能な状態で保管管理しております。

2025年10月17日 14時17分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 16 ―

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 取締役会で「リスク管理規程」を制定し、リスクの種類ごとのリスク管理部署

及びリスク全体の統括部署を定めており、会社のリスクを識別・分析し必要な
対応策を実行することにより事前防止を図るとともに、リスク発生時における
体制や再発防止策の策定等について定めております。

② 取締役会等では、「リスク管理委員会」を通じて、リスクの種類や内容に応じ
たリスク全般に関する報告を受けるとともに必要な決定をおこなっておりま
す。

③ 内部監査部署は、リスク管理体制等の有効性及び適切性について監査をおこな
っております。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
① 業務の分掌及び職制並びに職務の権限に関する規程を制定しております。
② 取締役会において業績ほか、主要事項の進捗管理をおこなっております。

５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制

① 当社の子会社の取締役、執行役員、業務を執行する社員、会社法第598条第１
項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者（以下「取締役等」とい
う）の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
ア．当社は子会社管理規程を制定し、当該規程に基づき子会社における業務の

適正を確保いたしております。
イ．子会社はすべて取締役会設置会社となっており、当社は子会社に取締役及

び監査役を派遣し、子会社の業務の適正を監視する体制となっており、子
会社の業務の状況等は当社の役職員が出席する子会社取締役会の中で報告
されております。

② 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．取締役会で制定した「リスク管理規程」を当社及び子会社共通の規程とし

て定めております。
イ．当社の取締役会等では、「リスク管理委員会」を通じて子会社のリスクの

種類や内容に応じたリスク全般に関する報告を受けるとともに必要な決定
をおこなっております。

ウ．内部監査部署は、子会社のリスク管理体制等の有効性及び適切性について
監査をおこなっております。
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③ 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的におこなわれることを確保する
ための体制
ア．子会社は、取締役等の職務の執行を効率的におこなうための必要な規程類

を整備しております。
イ．子会社取締役会の中では、規程類に基づき子会社の業績ほか、主要事項の

進捗管理等について報告することとしております。
④ 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制
ア．子会社全役職員に対し当社及び子会社共通の「コンプライアンス・マニュ

アル」を配付し法令遵守の徹底をおこなっております。
イ．当社及び子会社共通の「コンプライアンスに関する通報規程」により、そ

の目的及び窓口、通報方法が子会社全役職員に周知されております。

６．財務報告の適正性を確保するための体制
当社及び子会社において財務報告の適正性を確保するため、取締役会で、「財
務報告に係る内部統制の基本方針」を制定しております。

７．当社の監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項
当社の監査等委員が必要とした場合、監査等委員の職務を補助する使用人を配
置します。

８．当社の監査等委員の職務を補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関
する事項
当該使用人の人事異動、懲戒等に関しては監査等委員の事前の同意を得ること
とします。また取締役の指揮命令下に属さないものとし独立性を確保します。

９．当社の監査等委員の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
当社の監査等委員が必要とした場合の使用人は専任の従業員とし、監査等委員
の職務を補助しうる人材を配置します。
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１０．当社の監査等委員への報告に関する体制
① 当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員に報告するための体制

当社の取締役及び使用人は、法律に定める事項のほか、法令違反、その他のコ
ンプライアンス上の問題等について、コンプライアンス担当部署を通じ当社の
監査等委員へ速やかに報告する体制としております。

② 当社の子会社の取締役等及び監査役並びに使用人またはこれらの者から報告を
受けた者が当社の監査等委員に報告するための体制
当社の子会社の取締役等及び監査役並びに使用人またはこれらの者から報告を
受けた者は、法律に定める事項のほか、法令違反、その他のコンプライアンス
上の問題等について、当社のコンプライアンス担当部署を通じ当社の監査等委
員へ速やかに報告する体制としております。

１１．当社の監査等委員へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取
扱いを受けないことを確保するための体制
当社及び子会社の全役職員については、「コンプライアンスに関する通報規程」
等により当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことと定
めております。

１２．当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続き
その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関
する事項
当社は、監査等委員の請求に基づき、会社法第399条の２第４項の定めにした
がい、必要な費用を支払うこととしております。

１３．その他当社の監査等委員の監査が実効的におこなわれることを確保するための
体制

① 監査等委員会または監査等委員は、代表取締役等と定期的に会合をもち、取締
役の経営方針を確かめるとともに、当社が対処すべき課題、取り巻くリスク、
監査等委員監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換をお
こなうほか、監査法人とも同様に積極的な意見交換をおこなうとともに、内部
監査部署とも連携をはかることとしております。

② 監査等委員は、その他の取締役及び使用人とも必要に応じて会合を持つなど、
監査環境の整備をおこなっております。

2025年10月17日 14時17分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 19 ―

Ⅱ．業務の適正を確保するための体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりでありま
す。
① 取締役の職務の執行について

原則として月１回定例取締役会を開催し、法令や定款に定める事項、業務執
行に関する決議をおこなうほか、代表取締役、取締役、執行役員等によって構
成される定例ミーティングを週1回開催し、経営体制や事業構造の改革等のテ
ーマについて審議し取締役会の意思決定を補完しております。

② リスク管理体制について
リスク管理委員会を隔月１回開催し、グループ全体のリスクの発生状況につ

いて報告をおこなうとともに、その対策について検討をおこない、必要に応じ
た対応を実施いたしております。

③ コンプライアンス体制について
法令及び定款を遵守するため、コンプライアンス委員会を隔月１回開催し、

当社及び子会社のコンプライアンスに係る情報の審議をおこなっております。
また、当社及び子会社共通の「コンプライアンスに関する通報規程」により

内部通報の窓口を設置し、その目的及び窓口、通報方法を社内に掲示し、相
談・通報を受け付けております。また「コンプライアンス・マニュアル」を定
期的に改訂し、子会社を含めた全役職員に配付し、法令遵守の徹底をおこなっ
ております。

④ 内部監査の実施状況について
内部監査室が、取締役会で承認を受けた内部監査計画に基づき、当社及び子

会社において定期監査及び臨時監査を適時実施し、代表取締役に報告をおこな
っております。

⑤ 監査等委員の職務の執行について
監査等委員の監査体制につきましては、月１回監査等委員会を開催し、監査

方針・監査計画の決定、職務の執行状況の報告をおこなうとともに、常勤監査
等委員は重要な会議に出席し、監査等委員会等を通じて他の監査等委員との情
報共有をおこなっております。
監査等委員は内部監査部門と監査計画策定、内部監査結果、その他問題点に

関する情報交換・意見交換を随時おこなうとともに、実地調査をおこなってお
ります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告に記載の百万円単位の金額並びに千株単位の株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて

表示しております。また、比率等は、表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年８月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,186,889 流 動 負 債 9,549,394

現 金 及 び 預 金 1,434,255 買 掛 金 594,274

売 掛 金 276,241 1年内返済予定の長期借入金 8,005,904

商 品 180,487 未 払 法 人 税 等 17,127

販 売 用 不 動 産 141,991 賞 与 引 当 金 16,091

貯 蔵 品 68,249 株 主 優 待 引 当 金 1,535

そ の 他 85,664 契 約 負 債 655,475

固 定 資 産 9,707,134 そ の 他 258,986

有 形 固 定 資 産 7,365,802 固 定 負 債 1,552,639

建 物 及 び 構 築 物 2,416,479 長 期 借 入 金 647,632

土 地 4,878,557 退 職 給 付 に 係 る 負 債 219,589

そ の 他 70,765 資 産 除 去 債 務 270,127

無 形 固 定 資 産 28,666 繰 延 税 金 負 債 2,703

ソ フ ト ウ ェ ア 28,666 そ の 他 412,587

投資その他の資産 2,312,665 負 債 合 計 11,102,034

投 資 有 価 証 券 288,395 純 資 産 の 部

長 期 貸 付 金 15,000 株 主 資 本 785,857

敷 金 及 び 保 証 金 1,383,755 資 本 金 2,195,768

破 産 更 生 債 権 等 12,286 資 本 剰 余 金 1,860,578
長 期 前 払 費 用 563,322 利 益 剰 余 金 △3,227,104
そ の 他 62,175 自 己 株 式 △43,384

貸 倒 引 当 金 △12,270 その他の包括利益累計額 6,132

その他有価証券評価差額金 6,132

純 資 産 合 計 791,990

資 産 合 計 11,894,024 負債・純資産合計 11,894,024

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自至 2024
2025

年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,632,926

売 上 原 価 2,337,735

売 上 総 利 益 2,295,190

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,180,419

営 業 利 益 114,771

営 業 外 収 益 96,302

受 取 利 息 1,978

受 取 配 当 金 5,371

ポ イ ン ト 調 整 額 4,600

固 定 資 産 受 贈 益 79,223

そ の 他 5,129

営 業 外 費 用 75,471

支 払 利 息 74,618

そ の 他 852

経 常 利 益 135,602

特 別 損 失 19,949

事 業 構 造 改 善 費 用 19,949

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 115,652

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,397

当 期 純 利 益 110,255

親会社株主に帰属する当期純利益 110,255

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(自至 2024

2025
年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,195,768 1,887,556 △3,364,338 △43,348 675,638

当 期 変 動 額

その他資本剰余金から
利益剰余金への振替 △26,977 26,977 ―

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 110,255 110,255

自 己 株 式 の 取 得 △35 △35

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― △26,977 137,233 △35 110,219

当 期 末 残 高 2,195,768 1,860,578 △3,227,104 △43,384 785,857

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △58,447 △58,447 617,190

当 期 変 動 額

その他資本剰余金から
利益剰余金への振替 ―

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 110,255

自 己 株 式 の 取 得 △35
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 64,580 64,580 64,580

当 期 変 動 額 合 計 64,580 64,580 174,800

当 期 末 残 高 6,132 6,132 791,990

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ２社

連結子会社は、アルファトレンド株式会社、株式会社さいか屋友の会であります。
（2）非連結子会社の数 １社

非連結子会社は、株式会社サンパール藤沢であります。
（3）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれ
も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。
適用外の非連結子会社及び関連会社は、株式会社サンパール藤沢他であります。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は８月31日であり、連結決算日と同一であります。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法)によ
り算定しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

（ロ）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっております。
貯 蔵 品 主として最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく薄価切下げの方法）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
固定資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産
（リース資産を除く）

①償却方法
定額法によっております。
②耐用年数
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ５年〜50年
器具及び備品 ３年〜８年

（ロ）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（ハ）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

（3）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため引当てたもので、翌連結会計年度
の支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき額を計上してお
ります。

（ハ）株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用に備えるため、翌連結会計年度において
発生すると見込まれる額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
（5）重要な収益及び費用の計上基準
（イ）商品の販売に係る収益認識

百貨店事業において多種多様な商品の販売を行っており、顧客に対し商品を引き渡す義務を
負っております。当該履行義務は顧客に商品を引き渡すことで充足されると判断し、当該商品
を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、顧客への財又はサービスの提供における
当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る総額から仕入先に対する支
払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

（ロ）自社ポイント制度に係る収益認識
当社は、さいか屋カード及びさいか屋現金専用ポイントカードに付与したポイントを履行義

務として契約負債を識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎と
して取引価格の配分を行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

（ハ）商品券に係る収益認識
当社で発行した商品券を履行義務として識別し、商品券が使用された時点で収益を認識して

おります。商品券の未使用分については、顧客が権利を行使する可能性が極めて低くなった時
に収益を認識しております。

（ニ）テナントに係る収益認識
百貨店事業において、当社が保有する店舗の売場スペース及び設備等を出店テナントに対し

継続的に提供する取引であります。顧客との契約における義務を履行するにつれて顧客が便益
を享受することから、契約期間にわたり収益を認識しております。

（ホ）不動産の販売に係る収益認識
不動産の販売は、不動産の引渡しが履行義務となります。不動産の引渡しは顧客と締結する

不動産売買契約書における引渡しの条件を満たした時点で不動産への支配が顧客に移転される
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ため、不動産の引渡しが完了した一時点で充足される履行義務と判断し、収益を認識しており
ます。

（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項
当社及び連結子会社はグループ通算制度を適用しております。これに伴い法人税及び地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の
会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っており
ます。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。）

及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28
日。）を当連結会計年度の期首から適用しております。
なお、当該会計方針の変更が連結計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅳ．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 7,365,802千円
無形固定資産 28,666千円
投資その他の資産（長期前払費用） 563,322千円
減損損失 −千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（イ）算出方法

当社グループでは、主要な事業として百貨店業を営んでおり、各店舗を独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングしております。
減損の兆候がある店舗については帳簿価額と回収可能価額を比較し、減損損失を認識すべ

きと判定した場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額して減損損失を計上しております。
回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。
回収可能価額が使用価値の場合、割引前将来キャッシュ・フローは翌年度の計画を基礎

に、将来の不確実性が高い昨今の経済環境下においても最善の見積りを行っております。
回収可能価額が正味売却価額の場合、重要性の高い資産グループの測定については、外部

評価機関による不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額等を基準としてお
ります。
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（ロ）主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、主に当社の実績に基づく売

上高・売上総利益率の予想であります。
正味売却価額は、外部の専門家である不動産鑑定士の評価に基づいており、不動産鑑定評

価の算定における主要な仮定は、土地の市場価格及び建物の再調達原価、経済的耐用年数、
収益価格等であります。

（ハ）翌年度の連結計算書類に与える影響
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、外部情報を含めて入手可能

な情報に基づいた最善の見積りであると評価しております。一方で、将来の不確実性は高
く、消費者行動の変化など仮定の見直しが必要となった場合には、割引前将来キャッシュ・
フローの見積りに影響を受け、結果として翌年度において減損損失が発生する可能性があり
ます。
また、不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額等は、将来の不動産市況

の動向に影響を受ける可能性があり、その結果として正味売却価額が減少した場合には、翌
年度において減損損失が発生する可能性があります。

Ⅵ．会計上の見積りの変更
(資産除去債務の見積りの変更)
当連結会計年度において、人件費等の高騰を受け、アスベスト除去費用の再見積りに関する詳細な

調査を行った結果、アスベスト除去費用に関する新たな情報を入手したため、資産除去債務の見積り
を変更しました。この見積りの変更による増加額95,819千円を変更前の資産除去債務に加算してお
ります。
なお、この変更は当連結会計年度末に行ったため当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響はありません。

Ⅶ．連結貸借対照表に関する注記
1. 資産につき設定している担保権の明細

（単位：千円）
担 保 に 供 し て い る 資 産 担保権によって担保されている債務

種 類 期末帳簿価額 担保権の種類 内 容 期 末 残 高
建 物 1,115,505 根 抵 当 権
設 備 1,023,223 根 抵 当 権
土 地 4,560,366 根 抵 当 権

合 計 6,699,095 合 計 ―
（注）担保に係る資産は、下記３.保証債務に記載している親会社の金融機関よりの借入金に対する担保

提供になります。
2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,862,177千円
3. 保証債務

当 社 の 親 会 社 で あ る 株 式 会 社 AFC-HD ア ム ス ラ イ フ サ イ エ ン ス の 銀 行 借 入 金
8,000,000千円について、連帯保証人となっております。
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Ⅷ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （株）

発行済株式
普通株式 4,970,314 ― ― 4,970,314
A種優先株式 1,483,036 ― ― 1,483,036

自己株式
普通株式 16,230 76 ― 16,306
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加76株であります。

2. 配当に関する事項
該当事項はありません。

Ⅸ．金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する注記
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については銀行預金に限定し、また、資金調達については銀行より
借入及び社債、親会社からの借入等により調達する方針です。
デリバティブは、将来の相場変動リスクヘッジとして導入することとしており、投機目的のた

めの取引や短期的売買差益の獲得を目的とする取引の利用は行わない方針であります。
（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券である株式等は、主に当社グループと資本関係を有する企業の株式であり、市場
価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や取引先企業の財
務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。ま
た、取引先に対し長期貸付を行っております。
敷金・差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり、取引先企業等の信用リスクに

晒されております。当該リスクについては、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時
その他適宜契約先の信用状況の把握に努めております。
営業債権である売掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の入金期日であります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが3ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、営業取引及び設備投資に係る資金調達です。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 264,540 264,540 ―

（2）長期貸付金 15,000 14,788 △211
（3）敷金及び差入保証金 1,383,755 1,241,668 △142,086

資産計 1,663,295 1,520,998 △142,297
（1）長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を含む） 8,653,536 8,652,423 △1,112

負債計 8,653,536 8,652,423 △1,112
(注１)現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。
(注２)市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券その他有価証券」には含まれておりません。当該

金融商品の連結貸借対照表計上額は23,854千円であります。
(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

長期貸付金 − 15,000 − −
敷金及び保証金 − 724,418 − 659,336

合計 − 739,418 − 659,336
(注４)長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

長期借入金（１年内返済予定の長期借入
金を含む） 8,005,904 647,632 − −

リース債務 317 − − −
合計 8,006,221 647,632 − −
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 − − − −
株式 264,540 − − 264,540

資産計 264,540 − − 264,540

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期貸付金 − 14,788 − 14,788
敷金及び保証金 − 1,241,668 − 1,241,668

資産計 − 1,256,457 − 1,256,457
長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む）

− 8,653,536 − 8,653,536

負債計 − 8,653,536 − 8,653,536
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期貸付金
元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ

っており、レベル２の時価に分類しております。
敷金及び保証金
これらの時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する

国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅹ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
藤沢店 1,750,051千円
横須賀店 1,268,212千円
川崎店 719,265千円
その他 77,975千円
連結子会社 127,466千円
内部売上高の消去 △128,512千円

合計 3,814,458千円
（注）連結損益計算書上の売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益以外の収益は818,467

千円であり、これは「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく不
動産賃貸収入等であります。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事

項に関する注記等 」4．会計方針に関する事項 (5) 重要な収益及び費用の計上基準に記載のと
おりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに
当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 799,970

契約負債（期末残高） 655,475
契約負債は主に、当社が付与したポイント及び発行した商品券のうち、期末時点において履行義

務を充足していない残高であります。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は

238,986千円であります。
（2）残存履行義務に配分した取引価格

2025年８月31日現在、商品券に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は636,648
千円であり、当該残存履行義務について、商品券が使用されるにつれて主に今後１年から10年の
間で収益を認識することを見込んでおります。また、ポイントに係る残存履行義務に配分した取
引価格の総額は16,289千円であり、当該残存履行義務について、ポイントの実際の利用に応じ
て今後１年から２年の間で収益を認識することを見込んでおります。
なお、当初の予想契約期間が１年以内の取引については、実務上の便法を適用し、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。

Ⅺ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、神奈川県その他の地域において賃貸商業施設等を所有しております。な
お、一部の賃貸商業施設等については当社が一部を使用しているため、賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産としております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

用 途 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末
における時価

賃貸等不動産 3,109 3,228
賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産 111,064 91,400

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づい
ております。

Ⅻ．１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 10円19銭
2. １株当たり当期純利益 22円26銭
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ⅩⅢ．重要な後発事象に関する注記
（重要な設備投資）

当社は、2025年9月17日開催の取締役会において、合資会社石塚商店及び石塚純一郎から固定資
産を取得することについて決議し、同日契約を締結、引き渡しが実施されました。

1.取得の理由
本物件購入により横須賀店は全区画が当社保有となり、年間40百万円超の固定費（賃料）削減を実

現、さらには大胆な全館構想の実現で、既にＶ字回復した業績をさらに上方に押し上げる起爆剤になる
と判断し、取得いたしました。

2.取得資産の内容
（１）所在地

神奈川県横須賀市（さいか屋横須賀店）
（２）資産内容

土地面積 合計561.99㎡
建物面積 合計3,124.63㎡及び地下駐車場6,046.08㎡の持ち分1万分の1,574

（３）580,000,000円

3. 今後の見通し
横須賀店全区画を保有することにより戦略意思決定のスピード化及び賃料削減による財務体質の強化

を実現、さらには新規テナント「ラウンドワン」招致など、成長分野への投資資金確保で収益力を拡
大、2026年8月期業績予想において、営業利益対前年130％を目指しています。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年10月24日
株 式 会 社 さ い か 屋
取 締 役 会 御 中

あ お い 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 惠良 健太郎
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角 田 康 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社さいか屋の2024年９月１日

から2025年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社さいか屋及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連
結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（2025年８月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,076,013 流 動 負 債 9,495,131
現 金 及 び 預 金 1,330,998 買 掛 金 594,261
売 掛 金 268,065 1年以内返済予定の長期借入金 8,000,000
商 品 180,487 リ ー ス 債 務 317
販 売 用 不 動 産 141,991 未 払 金 22,196
貯 蔵 品 67,716 未 払 法 人 税 等 16,575
前 払 費 用 19,012 未 払 費 用 89,978
未 収 入 金 59,352 預 り 金 44,058
そ の 他 8,390 賞 与 引 当 金 16,091

固 定 資 産 9,689,190 株 主 優 待 引 当 金 1,535
有 形 固 定 資 産 7,365,322 契 約 負 債 610,478
建 物 1,272,260 前 受 金 64,454
設 備 1,144,219 そ の 他 35,182
車 両 運 搬 具 768 固 定 負 債 1,530,007
器 具 及 び 備 品 20,421 長 期 借 入 金 625,000
土 地 4,878,557 繰 延 税 金 負 債 2,703
建 設 仮 勘 定 48,806 退 職 給 付 引 当 金 219,589
リ ー ス 資 産 289 資 産 除 去 債 務 270,127

無 形 固 定 資 産 28,666 預 り 敷 金 376,433
ソ フ ト ウ ェ ア 28,666 預 り 保 証 金 36,153

投資その他の資産 2,295,200 負 債 合 計 11,025,139
投 資 有 価 証 券 281,817 純 資 産 の 部
関 係 会 社 株 式 26,077 株 主 資 本 733,931
長 期 貸 付 金 15,000 資 本 金 2,195,768
敷 金 159,700 資 本 剰 余 金 1,860,578
差 入 保 証 金 1,187,089 資 本 準 備 金 1,219,946
破 産 更 生 債 権 等 12,286 そ の 他 資 本 剰 余 金 640,632
長 期 前 払 費 用 563,322 利 益 剰 余 金 △3,279,031
そ の 他 62,175 そ の 他 利 益 剰 余 金 △3,279,031
貸 倒 引 当 金 △12,270 固定資産圧縮積立金 139,498

繰 越 利 益 剰 余 金 △3,418,529
自 己 株 式 △43,384

評価・換算差額等 6,132
その他有価証券評価差額金 6,132

純 資 産 合 計 740,064
資 産 合 計 11,765,203 負債・純資産合計 11,765,203

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

( 自
至

2024
2025

年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,633,972
商 品 売 上 高 3,704,580
テ ナ ン ト 及 び 手 数 料 収 入 929,391

売 上 原 価 2,337,846
商 品 売 上 原 価 2,016,986
テ ナ ン ト 収 入 原 価 320,859
売 上 総 利 益 2,296,125

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,185,769
営 業 利 益 110,355

営 業 外 収 益 174,909
受 取 利 息 及 び 配 当 金 87,261
ポ イ ン ト 調 整 額 4,600
固 定 資 産 受 贈 益 79,223
雑 収 入 3,825

営 業 外 費 用 74,996
支 払 利 息 74,144
雑 損 失 852
経 常 利 益 210,269

特 別 損 失 19,949
事 業 構 造 改 善 費 用 19,949
税 引 前 当 期 純 利 益 190,319
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,857
当 期 純 利 益 186,462

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 自
至

2024
2025

年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,195,768 1,219,946 640,632 1,860,578 155,681 △3,621,175

当 期 変 動 額
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △16,183 16,183

当 期 純 利 益 186,462

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ̶ ̶ ̶ ̶ △16,183 202,646

当 期 末 残 高 2,195,768 1,219,946 640,632 1,860,578 139,498 △3,418,529

株 主 資 本 評価・換算
差 額 等

純資産合計利益剰余金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 △3,465,493 △43,348 547,504 △58,447 489,057

当 期 変 動 額
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩
当 期 純 利 益 186,462 186,462 186,462

自己株式の取得 △35 △35 △35
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 64,580 64,580

当 期 変 動 額 合 計 186,462 △35 186,426 64,580 251,007

当 期 末 残 高 △3,279,031 △43,384 733,931 6,132 740,064

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式
移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
なお、評価差額金は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定
しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品

売価還元法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

販売用不動産
個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

貯蔵品
最終仕入原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく薄価切下げの方
法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
①償却方法
定額法によっております。

②耐用年数
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 14年〜50年
設備 ５年〜39年
車両運搬具 ２年
器具及び備品 ３〜８年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため引当てたもので、翌事業年度の支
給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金及び
退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

（4）株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用に備えるため、翌事業年度において発生
すると見込まれる額を計上しております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準
当社では主に、百貨店事業において多種多様な商品の販売を行っており、顧客に対し商品を引き

渡す義務を負っております。当該履行義務は顧客に商品を引き渡すことで充足されると判断し、当
該商品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、顧客への財又はサービスの提供におけ
る当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る総額から仕入先に対する支払
額を差し引いた純額で収益を認識しております。また、当社が保有する店舗の売場スペース及び設
備等を出店テナントに対し継続的に提供する取引については、契約期間にわたり収益を認識してお
ります。
不動産の販売は、不動産の引渡しが履行義務となります。不動産の引渡しは顧客と締結する不動

産売買契約書における引渡しの条件を満たした時点で不動産への支配が顧客に移転されるため、不
動産の引渡しが完了した一時点で充足される履行義務と判断し、収益を認識しております。

Ⅱ. 会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。）
を当事業年度の期首から適用しております。
なお、当該会計方針の変更が計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅳ．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。
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Ⅴ．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 7,365,322千円
無形固定資産 28,666千円
投資その他の資産（長期前払費用） 563,322千円
減損損失 −千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表Ⅴ.会計上の見積りに関する注記に記載のとおりであります。

Ⅵ．会計上の見積りの変更
(資産除去債務の見積りの変更)
当事業年度において、人件費等の高騰を受け、アスベスト除去費用の再見積りに関する詳細な調査

を行った結果、アスベスト除去費用に関する新たな情報を入手したため、資産除去債務の見積りを変
更しました。この見積りの変更による増加額95,819千円を変更前の資産除去債務に加算しておりま
す。
なお、この変更は当事業年度末に行ったため当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。

Ⅶ．貸借対照表に関する注記
1. 資産につき設定している担保権の明細

（単位：千円）
担 保 に 供 し て い る 資 産 担保権によって担保されている債務

種 類 期末帳簿価額 担保権の種類 内 容 期 末 残 高
建 物 1,115,505 根 抵 当 権
設 備 1,023,223 根 抵 当 権
土 地 4,560,366 根 抵 当 権

合 計 6,699,095 合 計 ―
（注）担保に係る資産は、下記３.保証債務に記載している親会社の金融機関よりの借入金に対する担保

提供になります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,857,165千円

3. 保証債務
当 社 の 親 会 社 で あ る 株 式 会 社 AFC-HD ア ム ス ラ イ フ サ イ エ ン ス の 銀 行 借 入 金

8,000,000千円について、連帯保証人となっております。

4. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務
種 類 金 額（千円）

短 期 金 銭 債 権 5,764
短 期 金 銭 債 務 8,026,230
長 期 金 銭 債 務 625,000
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Ⅷ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

種 類 金 額（千円）
営 業 取 引 に よ る 取 引 高

売 上 高 119,718
仕 入 高 127,768
そ の 他 274,668

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 154,448

Ⅸ．株主資本等変動計算書に関する注記
事業年度の末日における自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数 （株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （株）

自己株式
普通株式 16,230 76 ― 16,306

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加76株であります。
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Ⅹ．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 1,358,908千円
減損損失 1,170,635千円
契約負債 89,466千円
退職給付引当金繰入限度超過額 69,170千円
資産除去債務 85,090千円
その他 70,693千円

小計 2,843,964千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,358,908千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,382,323千円

繰延税金資産小計 102,732千円
繰延税金負債との相殺 △102,732千円
繰延税金資産合計 −

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 63,316千円
資産除去債務対応費用
その他有価証券評価差額金

39,415千円
2,703千円

繰延税金負債小計 105,436千円
繰延税金資産との相殺 △102,732千円
繰延税金負債合計 2,703千円

（２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社はグループ通算制度を適用しております。これに伴い法人税及び地方法人税並びに税効果会

計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す
る取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っております。
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Ⅺ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び兄弟会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地 資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

親会社

㈱
AFC-HD
アムスラ
イフサイ
エンス

静岡市
駿河区 2,134,966

健康補助食
品及び化粧
品等の製造

販売

(被所有)
直接

37.22

資金の借入先、
債務の保証、
債務の被保証、
役員の兼任

資金の借入
(注)１ ―

1年以内
返済予定
の長期借
入金

8,000,000

支払利息 68,608 未払費用 13,762

債務の保証
(注)２ 8,000,000 ― ―

債務の被保証
(注)３ 741,123 ― ―

同一の
親会社
を持つ
会社

㈱エーエ
フシー

静岡市
駿河区 200,000

健康補助食
品・化粧品
及び自然食
品等の販売

(被所有)
間接
13.14

資金の借入先、
商品の仕入先

資金の借入
(注)１ ― 長期

借入金 625,000

支払利息 5,535 ― ―

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．資金の借入については、市場金利を勘案して料率を合理的に決定しております。
２．同社の銀行借入金に対する債務保証であり、取引金額は2025年８月31日現在の債務保証

残高であります。なお債務保証にあたり資産の担保提供を行い、またこれに伴う保証料は
発生しておりません。

３．当社が発行した全国百貨店共通商品券の保全措置に係る債務の保証を受けております。な
お、取引金額は2025年８月31日現在の債務保証残高であり、これに伴う保証料は発生し
ておりません。

２．子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地 資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社
アルファ
トレンド

㈱
横須賀
市 20,000 百貨店業 所有直接

100.0

時計・宝石・
貴金属製品の
納入、役員の
兼任

配当金の受取 80,000 ― ―

Ⅻ．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表」Ⅹ．収益認識

に関する注記に記載のとおりであります。

ⅩⅢ．１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 △0円29銭
2. １株当たり当期純利益 37円64銭

ⅩⅣ. 重要な後発事象に関する注記
（重要な設備投資）

当社は、2025年９月17日開催の取締役会において、合資会社石塚商店及び石塚純一郎から固定
産を取得することについて決議し、同日契約を締結、引き渡しが実施されました。
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１．取得の理由
本物件購入により横須賀店は全区画が当社保有となり、年間40百万円超の固定費（賃料）削減を

実現、さらには大胆な全館構想の実現で、既にＶ字回復した業績をさらに上方に押し上げる起爆剤
になると判断し、取得いたしました。

２．取得資産の内容
（１）所在地

神奈川県横須賀市（さいか屋横須賀店）
（２）資産内容

土地面積 合計561.99㎡
建物面積 合計3,124.63㎡及び地下駐車場6,046.08㎡の持ち分1万分の1,574

（３）580,000,000円

３．今後の見通し
横須賀店全区画を保有することにより戦略意思決定のスピード化及び賃料削減による財務体質の

強化を実現、さらには新規テナント「ラウンドワン」招致など、成長分野への投資資金確保で収益
力を拡大、2026年8月期業績予想において、営業利益対前年130％を目指しています。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年10月24日
株 式 会 社 さ い か 屋
取 締 役 会 御 中

あ お い 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 惠良 健太郎
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角 田 康 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社さいか屋の2024年９月

１日から2025年８月31日までの第94期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2024年9月1日から2025年8月31日までの第94期事業年度における取締役

の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、内部監査室等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び重要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判
断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について
検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を『監査に関する品質管理基準』（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

2. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益
を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取
締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人あおい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人あおい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年10月24日 株式会社さいか屋 監査等委員会
常勤監査等委員 稲 毛 悟 ㊞
監査等委員 木 村 絵 美 ㊞
監査等委員 嶋 田 麗 子 ㊞

（注）監査等委員木村絵美及び嶋田麗子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外
取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第 1 号 議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（６名）は本総会の終結の

時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６
名の選任をお願いするものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

１

浅
あさ

山
やま

忠
ただ

彦
ひこ

（1942年4月29日生）
再 任

1969 年６月 あさやま商事創業

1980 年12月 味王食品株式会社
(現株式会社AFC-HDアムスライフサイエ
ンス)設立 代表取締役就任

1993 年８月 株式会社エーエフシー設立 取締役就任

2002 年８月 同代表取締役会長就任(現任)

2003 年９月 株式会社AFC-HDアムスライフサイエン
ス代表取締役会長就任

2016 年11月 同永世名誉会長就任(現任)

2022 年５月 当社代表取締役会長(現任)

648,600株

【取締役候補者とした理由】
当社の親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの創業者であります。当社に対
するAFCグループの支援体制を一層強固にすることにより、経営体制の強化を図り、持続的
成長と企業価値の向上を目指すことができる人材として判断し、取締役候補者といたしまし
た。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

２

山 野 井 輝 夫
やま の い てる お

(1954年８月27日生)
再 任

1979 年４月 森谷健康食品株式会社入社
2011 年９月 株式会社エーエフシー入社
2011 年９月 同取締役百貨店事業担当
2011 年10月 同専務取締役百貨店事業担当
2016 年６月 当社関連事業部長
2017 年４月 同営業開発部長
2017 年５月 同執行役員営業開発部長
2017 年８月 同執行役員営業企画部長
2018 年７月 株式会社エーエフシー取締役新規開発事業担当
2022 年 1 月 当社取締役社長兼社長執行役員
2022 年５月 同代表取締役社長
2024 年11月 同代表取締役社長営業本部長（現任）

7,000株

【取締役候補者とした理由】
株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスのグループ会社である株式会社エーエフシーにお
いて、長年、同社の百貨店事業担当取締役を担い、新規開発事業の担当取締役も務めており
ました。こうした経歴を通じて得た幅広い見識は、当社の百貨店事業の新たな成長戦略の推
進に寄与するとともに、当社の企業価値向上と持続的成長に貢献できる人材として適任であ
ると判断し、取締役候補者といたしました。

３

脇
わき

田
た

篤
あつ

朗
ろう

（1960年７月９日生）
再 任

1983 年４月 当社入社
2010 年３月 同川崎店長
2012 年４月 同藤沢店長
2014 年３月 同横須賀店長
2016 年５月 同執行役員横須賀店長
2017 年12月 同執行役員藤沢店長
2018 年６月 同業務本部付執行役員
2019 年３月 同執行役員ＭＤ統括部食品部長
2021 年５月 同取締役執行役員横須賀店長
2022 年４月 同取締役執行役員営業本部長兼横須賀店長
2022 年５月 同取締役専務執行役員営業本部長
2023 年11月 同専務取締役執行役員営業本部長
2024 年11月 同専務取締役執行役員

百貨店事業本部長（現任）

3,000株

【取締役候補者とした理由】
当社において、川崎店、横須賀店、藤沢店の店長を歴任しております。こうした経歴を通じ
て得た営業部門での豊富な経験は、当社の企業価値向上と持続的成長に貢献できる人材とし
て適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

4

中
なか

野
の

宏
こう

治
じ

(1968年６月18日生)
再 任

1991 年４月 当社入社
2014 年４月 同経営企画部部長代理
2017 年５月 同ＭＤ企画計画部長
2019 年８月 同営業計画部長
2020 年５月 同執行役員営業本部副本部長兼営業計画部長
2021 年２月 同執行役員営業本部副本部長兼営業企画部長
2021 年５月 同取締役執行役員営業本部副部長兼営業企画部長
2022 年 4 月 同取締役執行役員管理本部長
2023 年１月 同取締役常務執行役員管理本部長
2023 年11月 同常務取締役執行役員管理本部長(現任)

3,200株

【取締役候補者とした理由】
当社において、経営企画部、MD企画計画部、営業計画部の要職を歴任しております。こう
した経歴を通じて得た、当社の営業部門、後方部門の両面に精通する幅広い見識は、当社の
企業価値向上と持続的成長に貢献できる人材として適任であると判断し、取締役候補者とい
たしました。

5

田
た

中
なか

雄
たけ

大
ひろ

(1965年９月15日生)
再 任

1989 年４月 当社入社
2013 年６月 同町田ジョルナ店長
2014 年３月 同藤沢店長
2016 年５月 同執行役員藤沢店長
2017 年４月 同執行役員川崎店長
2018 年６月 同執行役員藤沢店長
2021 年５月 同取締役執行役員藤沢店長
2022 年５月 同取締役執行役員営業副本部長兼藤沢店長（現任）

2,500株

【取締役候補者とした理由】
当社において、町田店、川崎店、藤沢店の店長を歴任しております。こうした店長職を通じ
て得た現場ならではの豊富な経験は、当社の営業力強化の推進に必要不可欠であり、これを
発揮することにより、当社の企業価値向上と持続的成長を力強く推進できる人材と判断し、
取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

６

淺
あさ

山
やま

雄
たけ

彦
ひこ

(1968年12月７日生)
再 任

2001 年４月 株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイ
エンス入社

2001 年７月 同取締役営業企画部長
2002 年３月 同専務取締役営業本部長
2003 年９月 同代表取締役社長
2005 年11月 株式会社けんこうＴＶ代表取締役社長
2006 年11月 株式会社日本予防医学研究所代表取締役社長
2009 年６月 株式会社エーエフシー代表取締役社長
2016 年３月 本草製薬株式会社代表取締役社長
2019 年５月 杭州永遠愛生物科技有限公司董事長
2021 年５月 当社取締役（現任）
2021 年11月 株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイ

エンス代表取締役会長（現任）

4,900株

【取締役候補者とした理由】
長年にわたり、株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス及びグループ会社の代表取締役を
歴任し、強いリーダーシップに基づき経営を統括し、取締役としての責務を果たしておりま
す。これらの経験と知見は当社の企業価値向上と持続的成長に資するものと判断し、取締役
候補者といたしました。

注記 1. 浅山忠彦氏は親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの創業者であります。
2. 淺山雄彦氏は親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの代表取締役会長であ

ります。
3. その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
4. これまで当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社

との間で締結しておりましたが、2022年4月をもって当該契約は終了しており、今後につ
いても当面の間、契約をしない予定であります。
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第 2 号 議 案 監査等委員である取締役３名選任の件
現在の監査等委員である取締役全員（３名）は本総会の終結の時をもって任期満

了となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものでありま
す。なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

１

稲
いな

毛
げ

悟
さとる

（1956年３月１日生）
再 任

1974 年４月 当社入社
2009 年９月 同内部監査室兼経理部グループマネージャー
2010 年３月 同経理部グループ長
2014 年４月 同経理部部長代理
2015 年５月 同補欠監査役
2016 年５月 同常勤監査役
2022 年５月 同取締役監査等委員（現任）

6,000株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
当社の経理部門での実務経験が豊富であり、専門的見識を踏まえた妥当性や適正性の見地か
ら、監査等委員である取締役として適任と判断いたしました。

２

吉
きっ

川
かわ

彰
しょう

(1939年2月23日生)
新 任

1961 年12月 スズキ株式会社入社
1979 年 4 月 浜松市議会議員就任
1991 年 4 月 静岡県議会議員就任
2007 年 3 月 静岡県議会議員退任

ー株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
市議会議員、県議会議員として長きにわたり、地方自治や市政運営において培われた豊富な
経験と高い見識を有していることから、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

３

西
にし

原
はら

茂
しげ

樹
き

(1954年3月18日生)
新 任

1977 年 4 月 ドリコ株式会社入社
1989 年11月 相良町議会議員就任
1991 年 4 月 静岡県議会議員就任
2005 年10月 牧之原市長就任
2017 年10月 牧之原市長退任
2020 年 4 月 静岡大学客員教授着任（現任）

ー株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
町議会議員、県議会議員、市長として28年間にわたり地方自治や市政運営に携わってきた経
験を有しております。その豊富な経験と高度な見識に基づき、監査等委員である社外取締役
候補者といたしました。

注記 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 吉川彰、西原茂樹の両氏はそれぞれ会社法施行規則第2条第3項第7号に定める社外取締役候

補者であります。
3. 当社は吉川彰、西原茂樹の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て

おります。
4. 監査等委員である取締役候補者の選任が承認された場合には、当社は吉川彰、西原茂樹の

両氏との間で会社法第427条第1項の規定による責任限定契約を締結する予定であります。
なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額としておりま
す。

5. これまで当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結しておりましたが、2022年4月をもって当該契約は終了しており、今後につ
いても当面の間、契約をしない予定であります。
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（ご参考）
「当社の社外取締役選任方針」

１．社外取締役の役割ならびに選任について
当社が求める社外取締役の役割は、経営監視機能の強化と取締役の職務執行に対する取締役会の

監督・助言・提言により、コーポレートガバナンスの強化を図り、グループの企業価値・株主共同
の利益の継続的な向上を目指すことにあります。
なお、その選任にあたりましては、会社法に準拠した上で、以下の適性を考慮し、総合的に判断

しております。
① 社外取締役候補者は人格、見識に優れた人材であること
② 社外取締役候補者は、会社経営、法曹、行政、会計、教育などの分野で指導的役割を務めた者又

は政策決定レベルの経験を有する者であること
③ 社外取締役候補者は、社会、経済動向などに関する高い見識に基づく客観的かつ専門的な視点を

有する者であること
④ 社外取締役候補者は、取締役会等の会議において、率直に疑問を呈し、議論を行い、再調査、継

続審議、議案への反対等の提案を行うことができる精神的独立性を有するものであること

２．社外取締役の独立性について
当社の社外取締役が、当社の一般株主との間に利益相反を生じるおそれのない独立役員であるた

めには、以下のいずれかに該当するものであってはならない
① 当社グループを主要な取引先とする者
② 当社グループを主要な取引先とする会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他

の使用人である者
③ 当社グループの主要な取引先である者
④ 当社グループの主要な取引先である会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他

の使用人である者
⑤ 当社グループから役員報酬以外に、一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護

士、公認会計士、税理士又はコンサルタント等
⑥ 当社の10％以上の議決権を保有する株主又はその取締役等でないこと
⑦ 当社グループが10％以上の議決権を保有する会社の取締役等でないこと
⑧ 当社グループから一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、監査法

人、税理士法人又はコンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者
⑨ 当社グループから一定額を超える寄付又は助成を受けている者
⑩ 当社グループから一定額を超える寄付又は助成を受けている法人、組合等の団体の理事その他の

業務執行者である者
⑪ 当社グループの業務執行取締役、常勤監査等委員が他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任

している場合において、当該他の会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の
使用人である者

⑫ 上記①〜⑪に過去3年間において該当していた者
⑬ 上記①〜⑪に該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者又は二親等以内の親族
⑭ 当社又は当社の子会社の取締役、執行役、執行役員若しくは支配人その他の重要な使用人である

者の配偶者又は二親等以内の親族

（注）1 ①及び②において、「当社の主要な取引先とする者（又は会社）」とは、「直近事業年度におけ
るその者（又は会社）の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社から受けた者（又は会社）」
をいう。

2 ③及び④において、「当社の主要な取引先である者（又は会社）」とは、「直近事業年度におけ
る当社の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社におこなっている者（又は会社）、直近事業
年度末における当社の連結総資産の2％以上の額を当社に融資している者（又は会社）」をい
う。

3 ⑤、⑧、⑨及び⑩において、「一定額」とは「年間1,000万円」であることをいう。
以上
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京浜急行

観音崎・浦賀・久里浜 方面
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面

日の出町一丁目 国道16号

米が浜通

中央道

横須賀中央駅

ヴェルクよこすか
（横須賀市立勤労福祉会館）

YYポート横須賀

横須賀郵便局

消防局

市役所分館

ザ・プライム

さいか屋
横須賀店
新館

神奈川歯科大学
病院

さいか屋
横須賀店
南館

三菱UFJ
銀行

東口（Yデッキ）

市役所前公園

サイカヤパーキング

横須賀市役所

東京ガス

P

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場

ヴェルクよこすか（横須賀市立勤労福祉会館） ６階 ホール
〒238-0006 神奈川県横須賀市日の出町1丁目５番地

交通アクセス/京浜急行 横須賀中央駅 東口より徒歩約６分

※ 当会場には駐車場のご用意がございませんので、お越しの際は、電車、バスをご利
用ください。
なお、サイカヤパーキングはご利用いただくことができます。ご利用の株主様は駐
車券を株主総会受付にご提示ください。駐車料金を5時間まで無料とさせていただ
きます。（サイカヤパーキングから株主総会会場までは徒歩約11分）
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